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は じ め に

当研究所は、県内における公衆衛生分野の中核的試験研究機関として、

感染症対策、食品衛生、環境衛生、医薬品の安全性確保など、県民の健

康と安全を守るための試験検査および調査研究に取り組んでおります。

東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故以降は、加工食

品・飲料水に含まれる放射性物質検査を継続的に実施し、科学的根拠に

基づく安全性の確保と県民の安心の醸成に努めてまいりました。

また、近年は、新興・再興感染症の出現や人流の変化に伴い、感染症

の発生動向が大きく変化しております。当研究所では、感染症サーベイ

ランスの強化と迅速かつ正確な検査体制の整備、高度な検査技術の向上

に取り組み、感染拡大防止に寄与できるよう努めております。

調査研究においては、魚介類におけるアニサキス寄生状況の把握や、

畜水産物中の動物用医薬品残留に関する検査法の妥当性評価など、食の

安全確保に直結する課題に重点的に取り組んでおります。これらの研究

成果については、行政施策や監視業務に活用するとともに、県民の安全

・安心の確保に資するよう速やかな還元に努めております。

さらに、食中毒原因物質の解明、生活環境に関する検査、多様化する公

衆衛生上の課題にも的確に対応しております。

本年報は、令和６年度における当研究所の業務実績および調査研究の成

果を取りまとめたものです。御高覧の上、忌憚のない御意見、御提言を

賜りますれば幸甚に存じます。

今後とも、検査の信頼性確保と技術の向上、並びにその円滑な継承に努

めるとともに、関係機関との連携を一層強化し、県民の健康と安全の確

保に貢献してまいる所存です。皆様の御理解と御支援を賜りますようお

願い申し上げます。

令和８年３月

福島県衛生研究所長 伊藤 理
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Ⅱ 事 業 実 績



新型コロナウイルス感染症対応における課

題を踏まえて地域保健法が改正され，都道府

県における地方衛生研究所の設置が法制化さ

れた．「地域保健対策の推進に関する基本的

な指針」及び「地方衛生研究所等の整備にお

ける留意事項」により，機能強化が求められ

るとともに，保健衛生行政の科学的・技術的

中核機関としての役割が期待されることとな

った．

福島県衛生研究所では，保健衛生行政に寄

与し，県民の健康や安全で安心できる生活を

確保するため，試験検査や調査研究等機能の

充実強化や，その専門性を活用した調査研究

や技術研修並びに感染症情報の収集・解析・

情報提供を行ってきた．

令和６年度における各課の業務内容を報告

する．

１ 総務企画課

１）研修事業

保健衛生行政担当職員等の人材育成及び資

質の向上のため，当所職員，中核市保健所検

査担当者，学生等を対象に各種研修，講師派

遣による講習を行った．

令和６年度の職員研修，技術研修，派遣等

については，下記の(1)～(5)に示す．

(1)職員研修
①学会・研究会等への参加状況

学会・研究会等の名称 日 付 開催地・ 参加者

開催方法

第 27回リケッチア研究会 R6. 5.18 福島県 1
第 33回感染研シンポジウム R6. 5.21 web開催 1
令和 6年度地研現場の会・研究会 R6. 7.9 東京都 2
衛生微生物技術協議会第 44回研究会 R6. 7.10 ～ 7.11 東京都 2
今後の感染症対策に向けて R6. 8.29 北海道 1
令和 6年度福島県保健衛生学会 R6. 8.30 福島県 2
第 45回日本食品微生物学会学術総会 R6. 9. 5 ～ 9. 6 青森県 1
新型コロナウイルス感染症に関する研究成果報告 R6. 9. 9 ～ web開催 4
会

日本公衆衛生学会 R6.10.29 ～ 10.31 北海道 1
日本食品衛生学会学術講演会 R6.11. 7 ～ 11. 8 愛知県 1
自然毒部会研究発表会 R6.11.21 ～ 11.22 兵庫県 1
新興再興感染症拡大防止に向けた地域プラットフ R6.12. 9 web開催
ォーム形成シンポジウム R6.12.16 4

R6.12.23
内閣感染症危機管理統括庁シンポジウム R7. 1.10 web開催 2
建築物環境衛生管理全国大会 R7. 1.24 東京都 1
新興感染症シンポジウム R7. 2.17 web開催 4
第 38回公衆衛生情報研究協議会総会・研究会 R7. 2.27 ～ 2.28 web開催 4

②会議等への参加状況

会議等の名称 日 付 開催地・ 参加者

開催方法

令和 6 年度第 1 回東北ブロック・エイズ拠点病院 R6. 8. 6 web開催 1
等連絡会議

GMPラウンドテーブル会議 R6. 9. 3 web開催 2
東北・北海道・新潟衛生化学部会総会 R6.10.24 ～ 10.25 山形県 3
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北海道・東北・新潟支部地域専門家会議（理化学） R6.10.25 山形県 1
第 61回全国衛生化学技術協議会年会 R6.11.25 ～ 11.28 大阪府 1
第 22回食品安全フォーラム R6.12. 6 東京都 1

③研修会・講習会等への参加状況

研修会・講習会等の名称 日 付 開催地・ 参加者

開催方法

Pathogens説明会 R6. 4. 2 web開催 3
明日から使える LC基礎講座（Waters） R6. 5 ～ R6. 6 web開催 4
Promienceメンテナンス講習会 R6. 5.14 宮城県 1
令和 6年度病原体等の包装・運搬講習会 R6. 5.24 東京都 1
令和 6年度第 1回感染症危機管理研修会 R6. 5.24 web開催 3
地方衛生研究所等を対象とした微生物学分野の基 R6. 6. 5 web開催 1
礎的な研修

令和 6 年度食品衛生検査施設信頼性確保部門責任 R6. 6.13 東京都 1
者等研修会

感染症対策実技研修 R6. 6.19 福島県 2
抗酸菌検査個別研修 R6. 6.20 ～ 6.21 東京都 1
新技術セミナー（美和電気工業） R6. 7.17 福島県 1
島津全有機体炭素計 TOCメンテナンス講習会 R6. 7.18 宮城県 1
鳥インフルエンザ発生時の対応について R6. 9. 4 福島県 5
令和 6 年度検査機関に対する検査能力・精度管理 R6. 9. 5 ～ 9. 6 web開催 1
等の向上を目的とした講習

令和 6年度感染症疫学研修会 R6. 9.19 ～ 9.20 岡山県 1
令和 6年度薬剤耐性菌の検査に関する講習 R6.10.18 web開催 1
令和 6年度感染症危機管理研修会 R6.10. 9 web開催 2
島津液体クロマトグラフメンテナンス講習会 R6.10.11 宮城県 1
令和 6年度放射線・原子力発電所廃炉基礎研修 R6.10.17 web開催 1
令和 6年度国立保健医療科学院細菌研修 R6.10.21 ～ 11.8 埼玉県 1
救急講習会 R6.11 web開催 3
陰圧テント組み立て研修 R6.11.14 福島県 1
動物由来感染症リファレンスセンター研修会 R6.11.19 ～ 11.20 埼玉県 1
京都府 GXPセミナー R6.11.29 web開催 1
試験検査担当者を対象とした web講習会 R6.12. 2 web開催 4
令和 6 年度北海道・東北・新潟ブロック EHEC 検 R6.12. 5 ～ 12. 6 福島県 5
査担当者研修会

「EHEC 等の病原体に関する解析手技及び共有化 R6.12. 5 ～ 12. 6 福島県 3
システム構築のための研究」研修会

サンガーシーケンス解析基礎セミナー R6.12.13 web開催 1
GC/MSトレーニング【アジレント】 R6.12.17 ～ 12.19 東京都

令和 6年度希少感染症診断技術研修会 R6.12.19 web開催 10
令和 6年度第 3回感染症危機管理研修会 R6.12.20 web開催 1
令和 6年度動物由来感染症対策技術研修会 R6.12.23 web開催 1
クリプトスポリジウム検査初心者 R7. 1.10 東京都 1
建築物環境衛生管理全国大会 R7. 1.24 東京都 1
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感染症サーベイランスオフィサープログラム R7. 1.27 web開催 4
マイルストーン web研修 R7. 2. 7 web開催 1
ゲルマニウム半導体検出器の測定法 R7. 2.18 ～ 2.21 千葉県 1
福島空港新型インフルエンザ訓練 R7. 2.20 福島県 1
帯状疱疹ワクチン定期接種化への対応 R7. 2.25 web開催 1
日本食品衛生学会北海道東北ブロックセミナー R7. 2.28 宮城県 1
地域保健総合推進事業研修会「食品苦情」 R7. 3.10 web開催 4
地衛研全国協議会精度管理部会研修会 R7. 3.11 web開催 4
マイクロピペットの正しい使い方 応用編 R7. 3.19 web開催 3

(2)所外の検査担当職員等を対象とした試験検査技術研修
研修内容 開催期間

令和 6年度福島県衛生研究所衛生検査技術初任者研修（理化学コース） R6. 4.18～ 4.19
令和 6年度福島県衛生研究所衛生検査技術初任者研修（細菌コース） R6. 4.24～ 4.25
令和 6年度福島県衛生研究所衛生検査技術専任者研修 R7. 2.26 ～ 2.28

(3)所外講師派遣
派遣先（派遣研修名） 期 間 担当課

ポラリス保健看護学院（感染症保健活動論） R6. 9.4・ 9.11 微生物課

(4)所内研修
研修内容 主催者 開催期間 対象者

転入者及び初任者対象 GLP研修 総務企画課 R6. 4.12 該当所員

令和 6年度 GLP研修 総務企画課
R6.6.20･28

該当所員
R7.1.17･24

(5)見学者の受入れ
事 業 見 学 日 担当課

管理栄養士養成課程臨地実習施設見学 R6. 8.21 試験検査課

インターン見学対応（食品生活衛生課）
R6. 8.28

理化学課
R6. 9. 4

臨床検査学科 2年生見学実習（県立医大） R6. 9.27 総務企画課・理化学課
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５ 精度管理

１）外部精度管理事業

(1)食品衛生外部精度管理調査
一般財団法人食品薬品安全センター秦野研

究所が実施している食品衛生外部精度管理調

査に参加した．結果はすべて良好であった．

各課及び各支所の評価を表 1に示す．

表１ 食品衛生外部精度管理調査の評価

参加所属 検査項目 評価

微生物課 E.coli検査 良好

重金属検査
良好

（カドミウム定量）

理化学課 残留農薬検査Ⅱ
良好

（一斉分析）

残留動物用医薬品検査
良好

（スルファジミジン定量）

サルモネラ属菌検査 良好

試験検査課 食品添加物検査Ⅰ
良好

（着色料定性）

E.coli検査 良好

県中支所 食品添加物検査Ⅱ
良好

（保存料定量）

会津支所 サルモネラ属菌検査 良好

(2)腸管出血性大腸菌の遺伝子検査
厚生労働省健康局結核感染症課が実施する

外部精度管理事業に微生物課が参加し，良好

な結果を得た．

(3)麻しん・風しんウイルスの核酸検出検査
厚生労働省健康局結核感染症課が実施する

外部精度管理事業に微生物課が参加し，パネ

ル検体に核酸検出検査を実施した．結果は良

好であった．

(4)コレラ菌の同定検査

厚生労働省健康局結核感染症課が実施する

外部精度管理事業に微生物課が参加し，良好

な結果を得た．

(5)レジオネラ属菌検査の精度管理の調査研
究

厚生労働科学研究（健康安全・危機管理対

策総合研究事業）「公衆浴場の衛生管理の推

進のための研究」の一環として英国健康安全

保障庁（UKHSA）が実施する調査研究に理

化学課が参加し，レジオネラ属菌の培養検査

を行った．結果は良好であった．

(6)「地域保健総合推進事業」に係る北海道
・東北・新潟ブロック精度管理事業

新潟市衛生環境研究所が実施する令和 5年
度「地域保健総合推進事業」北海道・東北・

新潟ブロック精度管理事業に理化学課が参加

し，モロヘイヤペーストについて，アトロピ

ン及びスコポラミンの含有量の定量を行っ

た．結果は良好であった．

(7)水道水質検査精度管理のための統一試料
調査

環境省が実施する水道水質検査精度管理の

ための統一試料調査に理化学課が参加し，無

機物試料としてクロロ酢酸，ジクロロ酢酸，

トリクロロ酢酸，有機物試料として全有機炭

素（TOC）の定量試験を行った．有機物，無
機物ともに良好な結果であった．

(8)放射性物質検査に係る外部精度管理調査
表 2の各機関が実施する放射性物質検査に

係る外部精度管理調査に理化学課が参加し

た．結果はすべて良好であった．

(9)結核菌遺伝子型別外部精度評価
結核研究所が実施する精度評価に微生物課

が参加し、配付された結核菌の DNA 検体に
ついて，VNTR 分析を実施した．結果は良好
であった．

(10)都道府県衛生検査所等における外部精度
管理事業

厚生労働省が実施する外部精度管理事業に

理化学課が参加し、ベラパミル塩酸塩の溶出

試験を実施し、良好な結果を得た．

２）福島県試験検査精度管理事業

福島県では試験検査の高度化，複雑化に対

応し，検査精度の向上を目的として昭和 60
年度から行政及び民間の試験検査機関を対象

に精度管理事業を行っている．表 3 に令和 5
年度の実施概要を示す．

詳細な事業内容については福島県薬務課の

ホームページ「試験検査精度管理事業」を参

照していただきたい．

https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/21045f/yaku
mukatoppu.html
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表２ 放射性物質検査に係る外部精度管理調査評価

参加した精度管理 検査項目 評価 実施機関

福島県放射能分析精度管理事業 Cs-137 良好 福島県環境創造センター

放射性物質測定技能試験 Cs-137，放射性 良好
（公財）日本分析センター

Cs

IAEA-TERC-2024-01 天然放射性核種
良好※ 国際原子力機構（IAEA）

Proficiency Test 人工放射性核種

※報告した値については，すべて良好な結果が得られた．

表３ 令和６年度福島県試験検査精度管理事業実施概要

区分 検査項目 参加機関数

理化学検査（Ⅰ） アルミニウム，亜鉛 22機関
理化学検査（Ⅱ） トリクロロエチレン，テトラクロロ 15機関

エチレン

食品化学検査 二酸化硫黄 3機関
細菌検査（Ⅰ） 細菌数（一般細菌）測定 19機関
細菌検査（Ⅱ）） 腸炎ビブリオ 9機関

幹事会の開催 第 1回 令和 6年 6 月 4日
第 2回 令和 6 年 11 月 26日
第 3回 令和 6年 12月 23日（書面開催）

委員会の開催 第 1回 令和 6年 6月 12日 （Web開催）
第 2回 令和 7年 1月 21日（書面開催）

検体配布 令和 6 年 7 月 29 日
部門別検討会の開催 令和 6年 12月 20日（Web開催）
試験検査技術発表会 令和 7年 2月 13日
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5類感染症移行後の下水サーベイランスによる新型コロナウイルス感染症の
動向把握について

北川和寬 口真由 藤田翔平 斎藤望 柏原尚子 伊藤純子１） 末永美知子２）

金成由美子３） 吉田弘４）

微生物課 １）会津保健所 ２）感染症対策課 ３）県南保健所
４）国立健康危機管理研究機構 国立感染症研究所

要 旨

2023 年 5 月から新型コロナウイルス感染症の 5 類感染症移行に伴い，患者数把握方法が全
数から定点報告へと変更された．下水調査から得られる新型コロナウイルス RNA 量の下水デ
ータと採水地域における定点当たりの報告数の疫学データを比較し，感染動向の把握が可能か

検討を行った．下水データと疫学データを時系列で比較した増減一致率，下水中ウイルス

RNA 量の変化率を用いた解析では感染動向の現状把握には不十分であった。このため，数理
モデルによる下水中ウイルス量から感染者を推計する感染者推定ツール COVIVIS を用いて解
析したところ，おおむね発症者予測範囲内で報告数の増減トレンドが反映される結果となった．

このように下水サーベイランスで得られた情報は，様々な解析手法を用いることで定点移行後

も感染動向把握の補完的役割として利用できることを示した．

キーワード：新型コロナウイルス，下水調査，NIJIsプロジェクト，COVIVIS

はじめに

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス （ 以 下，

"SARS-CoV-2"とする．）は，新型コロナウ
イルス感染症（以下， "COVID-19"と す
る．）の原因ウイルスとして世界的大流行

を引き起こした
１）
．

世界保健機関（WHO）は 2023 年 5月に
「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事

態」の宣言を終了し
２）
，日本においても感

染症法の位置付けが 5類感染症に引き下げ
られ３），患者数把握方法が全数報告から定

点報告へ変更された．一方で COVID-19 は
依然として流行を続けており，日本では抗

体調査や下水調査の実施により，重層的に

感染動向を調査することとなった４）．

下水調査は，2020年度から厚生労働科学

研究による下水中の新型コロナウイルス調

査（NIJIsプロジェクト）
５）
として開始さ

れ，国立感染症研究所，全国の地方衛生研

究所，大学が参加している．調査の結果，

全数患者報告数と下水中の SARS-CoV-2
RNA 量を比較したところ患者サーベイラ

ンスの補完的役割として COVID-19 の感染
動向把握に活用可能なことが報告されてい

る６）．

本研究は，COVID-19 の 5 類感染症移行
による患者数把握方法の変更後も，下水デ

ータを用いて COVID-19 の地域における感
染動向把握が可能か検証した．

材料及び方法

１ COVID-19感染者数の推移（疫学デー

タ）

感染症法改正による 5 類感染症移行後の
2023 年 5 月（第 19 週）から 2024 年 11 月
（第 48 週）の期間に下水処理区域を管轄
する 2か所の保健所に届出がなされた定点
当たりの COVID-19報告数を用いた．

２ 下水中のSARS-CoV-2 RNA量（下水デー

タ）

下水検体の採水は福島県内の下水処理場

（処理人口約 18 万人）において，2023 年
5 月（第 19 週）から 2024 年 11 月（第 48

福島県衛生研究所年報 No.42.2024

-34-



週）の期間に毎週１回，流入下水をグラブ

採水した．試料は処理場内の冷凍庫で一時

保管（-30 ℃）し，月 1 回当所へ搬送した．
40ml の下水試料を粗遠心後，上清と沈

殿物に分け各々の画分を用いて Wizard
Envitro TNA Kit（プロメガ社製）により下
水両画分の核酸抽出を行い，RNA をプー
ル し た ． 得 ら れ た RNA に つ い て

CDC_N1N2 プライマープローブ及び One
Step PrimeScript III RT-qPCR Mix , with UNG
（タカラバイオ社製）を使用し RT-qPCR
７）を実施した．

３ データ解析

１）ウイルス量の変化率と疫学データの関

係

各週の下水中の SARS-CoV-2 RNA 量の
時系列データ，及び 3区間移動平均値を求
め，疫学データとともにグラフにプロット

した．また採水時点のウイルス量の増減は，

15 日以内に 3 回測定して得られたウイル
ス RNA 量を対数変換し，線形回帰に基づ
き変化率（%）として求めた（変化率＝
(10slope-1) × 100）８）．

２）疫学データと下水中ウイルス量の増減

一致率

下水データと疫学データを比較し， 1
週間及び 2週間平均の増減トレンドが一致
した週間の割合を増減一致率として算出し

た．

３）疫学データと下水データの相関関係

下水中のウイルス量と定点当たりの報告

数の解析には Statcel5 ９）
を用いて 2 種類の

相関係数を求めた（スピアマン順位相関係

数，ピアソン積率相関係数）

４）感染者推定ツールCOVIVISを用いた解

析

総合研究大学院大学が開発した下水中ウ

イルス量から感染者を推計する感染者推定

ツール COVIVIS1 0）を用いた解析を実施し
た．

結果及び考察

１ 疫学データと下水データの相関

１）ウイルス量の変化率と疫学データの関

係

COVID-19 感 染 者 数 と 下 水 中 の

SARS-CoV-2 RNA量を時系列にプロットし
た結果を図１に示す．各週の下水データと

疫学データを比較した結果，下水データに

バラツキを認め，増減トレンドは不明瞭で

あった．このため 3区間移動平均により下
水データを視覚化（図 1）したところ定性
的に疫学カーブとの類似性は認められた．

さらに，採水時点のウイルス RNA 量の変
化率を求め，定点当たりの報告数のトレン

ドと比較したが，増減は必ずしも一致しな

図１ COVID-19感染者数と下水中のSARS-CoV-2 RNA量

週（変化率）

変化率↑ 変化率↓
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図２ COVIVISによる解析結果

（A）9波データから10波発症者推定（B）10波データから11波発症者推定

（C）9波及び10波データから11波の発症者推定

図３ COVIVIS による9波のフィッティングデータから10波の2週間短期予測

（A）第46-47週予測（B）第51-52週予測（C）第4-5週予測（D）第6-7週予測

（E）第11-12週予測（F）第16-17週予測

いことが判明した．これらの結果は，下水

中のウイルス RNA 量の増減のみで短期的
な感染動向を把握することは困難であるこ

とを示している．

２）疫学データと下水中ウイルス量の増減

一致率

1 週間ごとの疫学データと下水データの
増減トレンド一致率を求めたところ，81

週のうち 32週が一致（39.5%）していた．
2 週間平均の増減トレンド一致率は，40 週
のうち 23週が一致（57.5%）していた．下
水データと疫学データを 2週間平均にする
ことで一致率が上昇したが，短期間の感染

動向の把握には不明瞭な結果であった．1
週間より 2週間平均の一致率が改善された
理由は下水データ，疫学データのバラツキ
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が緩和されたためと考えられる．

３）疫学データと下水データの相関関係

疫学データと下水データの相関関係を調

べた．1 週間単位の相関係数は 0.57（スピ
アマン順位相関係数，ピアソン相関係数と

も）であり，相関性を認めた．また，2 週
間平均データを用いた場合，相関係数は，

0.79（スピアマン順位相関係数），0.72（ピ
アソン積率相関係数）であり，いずれも調

査期間中は強い相関性を認めた．

４）感染者推定ツールCOVIVISを用いた解

析

調査期間中の疫学データ，下水データを

使用し COVIVISを用いて解析したところ，
定点当たりの報告数から求めた逆進推定感

染者数とモデル予測数の関係は，高い決定

係数を示し，おおむね発症者予測範囲内で

報告数の増減トレンドを反映していた（図

2）（図 3）．すなわち下水データが疫学デ
ータよりも先行して得られる場合において

は，短期及び長期の感染動向の予測が可能

であることが示唆された．

また，第 9 波（2023 年第 23 週～第 43
週），第 10 波（2023 年第 48 週～ 2024 年
第 17 週），第 11 波（2024 年第 24 週～第
40 週）の流行ごとに，定点当たり 1 報告
数当たりのウイルス濃度（GC）を求めた
ところ，3,673 ～ 4,655GC/L と各波とも同
様のウイルス量のデータであった．

他方，発症者予測と下水データが乖離す

る期間も認められたため，当所で実施して

い る 患 者 由 来 ゲ ノ ム 解 析 の 結 果

（ XBB.1.9.1 系 統 |EPI_ISL_18279091|，
EG.5.1.1 系 統 |EPI_ISL_18139644|， XBB.2.3
系統 |EPI_ISL_18096969|， XBB.1.16.23 系統
|EPI_ISL_18006528|， JN.1 系 統 |EPI_ISL
_19065741|，XDQ.1 系統 |EPI_ISL_19084258|，
HK.3 系統 |EPI_ISL_18884640|， KP.3.3.3 系
統|EPI_ISL_19309082|）を確認したところ，
検出に用いられる CDC_N1N2 セットにお
けるプライマープローブ配列と県内から検

出した流行株の配列にミスマッチは認めら

れなかった．このため，下水中ウイルス情

報と疫学データの乖離は受診バイアスによ

る影響，又は下水試料固有の要因（反応阻

害物質の存在等）が関係している可能性も

考えられた．

以上の結果から，下水サーベイランスで

得られた情報は，様々な解析手法を用いる

ことで定点移行後も感染動向把握の補完的

役割として利用できることを示した．
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御協力いただいた下水処理場及び
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合研究大学院大学の佐々木先生，鈴木先生，

大槻先生，データ解析に御協力いただいた

エム・アール・アイ リサーチアソシエイ

ツ株式会社様に深謝します．
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Ⅳ 学会発表及び専門誌への論文投稿



１ 学会等への発表

１）令和 6年度福島県保健衛生学会（福島市：令和 6年 8月 30日）
環境水調査（感染症流行予測事調査事業）によるポリオ・新型コロナウイルス感染源調査

と次期パンデミックのための取り組み

微 生 物 課 北川 和寛

２）第 83回日本公衆衛生学会（札幌市：令和 6年 10月 29～ 31日）
下水サンプルの週 1回採水による新型コロナウイルスのモニタリング調査

微 生 物 課 北川 和寛

３）第 38回公衆衛生情報研究協議会・総会（富山市：令和 7年 2月 27～ 28日）
福島県における下水サーベイランスについて

微 生 物 課 北川 和寛

２ 衛生研究所研究発表会

口演発表（令和 7年 2月 21日 Web開催）
１）5 類感染症移行後の下水サーベイランスによる新型コロナウイルス感染症の動向把握

について

微 生 物 課 北川 和寛 他

２）福島県におけるヒトパレコウイルス A検出状況
微 生 物 課 藤田 翔平 他

３）福島県における手足口病の二峰性の流行について

微 生 物 課 樋口 真由 他

４）リアルタイム PCR法を用いたアニサキス虫体検査法の検討
微 生 物 課 栁沼 幸 他

５）結核菌 VNTR法における検出方法の検討
微 生 物 課 渡邉 奈々子 他

６）腸管出血性大腸菌 stxサブタイプ Multiplex PCR法の検討
微 生 物 課 賀澤 優 他

７）下水検体における Escherichia albertii 検出法の検討
微 生 物 課 片桐 彩香 他

８）畜水産物中の動物用医薬品検査における妥当性評価と検査拡充のための検討（第 1報）
理 化 学 課 三瓶 歩 他

９）ICP-MSを用いた水道・温泉中等の重金属成分の一斉分析法の検討（第 1報）
理 化 学 課 須田 千咲 他

福島県衛生研究所年報 No.42.2024

-90-



10）2024年度残留農薬検査結果について
理 化 学 課 及川 雄太 他

紙上発表

１）総務企画課事業報告

総務企画課 渡邊 学美 他

２）微生物課ウイルス事業報告

微 生 物 課 柏原 尚子 他

３）微生物課細菌事業報告

微 生 物 課 栁沼 幸 他

４）理化学課食品薬品事業報告

理 化 学 課 山田 浩子 他

５）理化学課生活科学事業報告

理 化 学 課 松山 勝江 他

６）試験検査課及び支所事業報告

試験検査課 河野 裕子 他

７）2024年感染症発生動向調査事業報告（患者報告）
総務企画課 佐藤 琢磨 他

８）2024年感染症発生動向調査事業報告（ウイルス検出報告）
微 生 物 課 藤田 翔平 他

９）2024年感染症発生動向調査事業報告（細菌検出報告）
微 生 物 課 賀澤 優 他

３ 専門誌への論文等の投稿（共著）

１）The Journal of the International Ozone Association
Antiviral Effects of Ozonated water for Handwashing Against SARS-CoV-2 Omicron Variant
Using the E1052-20 Test Method of the American Society of Testing Materials International

福島県衛生研究所 北川 和寛，藤田 翔平，斎藤 望，鈴木 理恵

柏原 尚子，木幡 裕信，末永 美知子

福島県感染症対策課 金成 由美子

２）IASR Vol. 45 p100-101: 2024年 6月号
感染症流行予測調査事業による新型コロナウイルス下水サーベイランス

福島県衛生研究所 北川 和寛
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３）IASR VoL.45 P152-153:2024年 9月号
麻疹の抗体保有状況-2023年度感染症流行予測調査（暫定結果）

福島県衛生研究所 斎藤 望，柏原 尚子

４）Tropical Medicine and Health(2024)52:65
Exploratory study of antibody titers against SARS-CoV-2 using an indirect immunoperoxidase
assay in COVID-19 patients and vaccineted volunteers

福島県衛生研究所 北川 和寛
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２ 福島県衛生研究所年報投稿規定

１）福島県衛生研究所年報（以下，「年報」という．）の構成

(1) 年報の構成は，次のとおりとする．

年報は，業務活動の報告と調査研究成果の開示を目的として発行する．その構成は，次の

とおりとする．

Ⅰ 研究所の概要

１ 沿革

２ 施設

３ 組織と事務分掌

４ 職員配置

５ 決算

Ⅱ 事業実績

１ 総務企画課

２ 微生物課

１）ウイルス

２）細菌

３ 理化学課

１）食品薬品

２）生活科学

４ 試験検査課及び各支所

５ 精度管理

Ⅲ 調査研究

＜調査研究報告＞

＜短報＞

＜資料＞

Ⅳ 研究発表

１ 学会等発表

２ 衛生研究所研究発表会

３ 他誌掲載論文等

Ⅴ 参考資料

１ 検査実績

２ 投稿規定

(2) 「Ⅱ 事業実績」の内容は，次のとおりとする．

ア 各所属の実績

微生物課及び理化学課においては各担当に細分し，試験検査課と各支所においてはひ

とつにまとめ，各所属ごと該当する事業について，試験検査事業，調査研究事業，技術

研修事業，公衆衛生情報関係事業，その他の順に報告する．

イ 精度管理

各所属で実施している各種外部精度管理，福島県試験検査精度管理事業についてまと

めて報告する．

２）年報に投稿する原稿

年報に投稿する原稿は，次のとおりとする．

(1) 「Ⅲ 調査研究」に投稿する原稿の区分等

ア 内容

公衆衛生に関することとする．
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イ 区分

投稿者は区分を示して，編集委員会に原稿を提出する．

調査研究報告：報告を総括的にまとめたもの，新しい知見を報告するもの．

短報：調査研究報告としてまとめられない断片的な情報を報告するもの．

資料：試験検査等記録として残す必要のあるもの，もしくは価値のあるもの．

ただし，検査実績一覧等は「Ⅴ 参考資料」に掲載するものとする．

ウ 投稿者の資格

福島県衛生研究所職員であることを原則とする．

ただし，福島県衛生研究所職員と共同研究である場合，その他福島県衛生研究所編

集委員会（以下，「編集委員会」という．）が認めた場合は，個人等であっても投稿で

きる．

(2) 投稿の受付

投稿期限は編集委員会が決定し，投稿者は課内又は支所内の承認を受けた後，期限内に

原稿を編集委員会事務局に提出する．

(3) 査読

投稿された原稿は査読に付す．

査読員は，編集委員会委員のうち各課長を除く委員及び事務局職員又は編集委員会より

指名された者とし，採録，棄却，条件付採録の３段階にて審査結果を決定する．

なお，条件付採録の場合は，投稿者は査読員より修正を求められた箇所を再度検討の上，

定められた期限内に再投稿するものとする．

期限内に提出がなかった場合は，投稿を取り下げたものとみなす．

３）編集委員会

(1) 編集委員会は，所長，副所長，各課長で構成する．

(2) 編集委員会の事務局は，総務企画課に置く．

４）その他

その他編集上必要な事項は，編集委員会にて決定する．
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附則

１ この要領は平成 16年 6月 24日から施行する．

２ この要領は平成 16年 9月 21日から施行する．

３ この要領は平成 17年 12月 1日から施行する．

４ この要領は平成 17年 12月 21日から施行する．

５ この要領は平成 18年 6月 6日から施行する．

６ この要領は平成 20年 11月 10日から施行する．

７ この要領は平成 25年 7月 17日から施行する．

８ この要領は平成 26年 6月 13日から施行する．

９ この要領は平成 27年 7月 29日から施行する．

１０ この要領は平成 28年 6月 28日から施行する．

１１ この規定は令和元年 9月 5日から施行する．
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